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　「浄化槽の日」を記念する「第36回全国浄化

槽大会」が10月3日、東京・市ヶ谷のホテルグ

ランドヒル市ヶ谷で 3年ぶりに開催された。懇

親会を中止するなど例年より規模を大幅に縮小

しての開催だったが、全国から約250名の関係

者が出席し、維持管理費用軽減や浄化槽の脱炭

素化など8項目を盛り込む「浄化槽適正整備推

進決議」の採択、浄化槽功労者の表彰、記念講

演を行った。

　冒頭で（一社）全国浄化槽団体連合会の上田

勝朗会長は「浄化槽の日」実行委員会を代表

し、「新型コロナウイルス感染症の終息はまだ

見えないが、本日こうして多くの方に出席をい

ただき開催できたことを嬉しく思う。さて、全

国ではいまだ約900万人の方が汚水処理施設の

整備を必要としている。環境にも財政にも優し

く、地震にも強い浄化槽の一層の整備推進、森

里川海の循環力が生み出す恵みを支える浄化槽

によるまちづくりが図られるよう、私たちも浄

化槽整備区域の拡大と、単独処理浄化槽の合併

3年ぶりの第36回全国浄化槽大会に250名参集
維持負担軽減など浄化槽適正整備推進決議採択

挨拶する上田勝朗会長

会場の様子
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転換を強力に推進しなければならない。加えて

国土強靱化の推進へ、地震想定地域の学校や公

民館等の避難所へ、平時から浄化槽を設置し、

活用することが強く望まれる。浄化槽台帳の整

備も欠かせない」「身近な水環境を守り、次世

代に引き継ぐことは私たちに課せられた責務で

あり、本日を機に、関係者と連携しながら改め

てその実現に努力してまいりたい」と挨拶した。

　また環境省からは環境再生・資源循環局の土

居健太郎局長、国土交通省からは不動産・建設

経済局の長橋和久局長が出席し、土居局長は「浄

化槽はコンパクトで、経済的なメリットが大き

く、設置に要する期間も短い。また防災の面で

も非常に優れた社会インフラと言える。この浄

化槽が相応の機能を発揮し続けているのは、皆

様方の日々の努力の賜物。本日は浄化槽の維持

管理能力の発揮に関して多大な貢献をいただい

た皆様方の表彰があるが、光栄であるというふ

うに我々も考えている。改めて敬意を表したい。

一方、さきほどの上田会長のご挨拶でも触れら

れたが、まだまだ汚水処理未普及人口が残って

いる。法定検査受検率を高め、浄化槽の信頼を

向上させることも大きな課題と認識している。

加えて国内外における脱炭素・循環型の経済を

つくるという新たな潮流に対応するため、浄化

槽分野においても脱炭素、デジタル化による効

率化ということが課題となっている。環境省と

しては、国土交通省とも連携しながら、予算制

度により、引き続き皆様方と連携を深めつつ、

これらの課題解決に尽力してまいりたい」と祝

辞を述べた。

　また長橋局長は「浄化槽に期待される役割は

非常に大きく、公衆衛生の観点においては、生

活排水の適正な処理による水環境の保全という

極めて重要な役割を担っている。特に単独処理

浄化槽から合併処理浄化槽への転換が重要な課

題となっているが、皆様方のご協力により着実

な進展を見せている。改めて皆様の取り組み

と、多大な成果を挙げてこられたことに敬意を

表したい。国土交通省としては、改正浄化槽法

の適切な運用により浄化槽の性能の向上、ある

いは普及へ、関係機関と一層取り組みを進めて

まいりたい」と述べた。

　この後は浄化槽適正整備推進決議の採択、浄

化槽功労者表彰、浄化槽標語募集の結果発表が

行われた。

　浄化槽適正整備推進決議は、①設置費用の個

人負担軽減と合併転換の推進②浄化槽整備区域

環境省・土居健太郎局長 国交省・長橋和久局長

浄化槽適正整備推進決議案を読み上げる木村雄三
会長（浄化槽システム協会）
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における浄化槽整備と積極的な浄化槽処理促進

区域の指定推進③避難所等の公的施設に対する

平時からの浄化槽設置④合併転換や維持管理、

生産性向上に向けた行政と浄化槽関係団体が連

携した統一性のあるシステム構築、運営管理、

財政支援⑤先進的浄化槽の導入や既存の合併処

理浄化槽交換等による脱炭素化推進に向けた助

成制度継続・拡大⑥浄化槽維持管理費用の負担

軽減のための公的支援推進⑦浄化槽工事・管理・

清掃従事者の技術水準向上⑧浄化槽システムの

海外発信とSDGsへの貢献――の 8項目を盛り

込み、満場の拍手で採択した。

　また浄化槽功労者の表彰は環境大臣表彰で

31名、国土交通省不動産・建設経済局長表彰

で 6名、国土交通省住宅局長表彰で2名、環境

省環境再生・資源循環局長表彰で16名が受賞

した。代表者に表彰状が手渡され、受賞者から

は（一社）福井県浄化槽協会の早瀬茂樹会長が

代表して謝辞を読み上げた。

　標語募集結果は、最優秀賞に四元ちはる氏

（兵庫県）の「浄化槽 くらし潤す 水守る」が選

ばれ、優秀賞は「浄化槽 新時代へ 水から（自ら）

できる SDGs（本田智芳氏・福岡県）」「浄化槽で 

SDGs わが家から（福島健氏・埼玉県）」「ボクん

家は SDGs へ 浄化槽（福島勝氏・埼玉県）」の3

点が選定された。

　記念講演に記念講演に
　　　三好市浄化槽 PFI事業　　　三好市浄化槽 PFI事業
　このあとは記念講演が開かれ、（株）三好浄

化槽ネットワークの田原典郎代表が「PFIによ

る公設浄化槽整備事業」として、徳島県三好市

における浄化槽 PFI事業の経緯、概要、成果に

ついて説明した。

　同市では平成27年度〜令和13年度までの16

年間で、2720基の浄化槽整備を行うとの内容

で浄化槽PFI事業を実施しており、SPC（特別

目的会社）を務める同社が設置、維持管理、使

用料の徴収業務を担っている。説明で田原代

環境大臣表彰
（代表受賞・辻精一郎氏）

国交省・住宅局長表彰
（同・佐々木隆輔氏）

国交省不動産・建設経済局長表彰
（同・福谷智之氏）

環境省環境再生・資源循環局長表彰
（同・大川和彦氏）

謝辞を読み上げる早瀬茂樹氏
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表は、個人負担軽減による浄化槽設置促進、

市町村の財政・事務的負担の軽減など、PFI事

業により公設浄化槽の整備を進めることのメ

リットを挙げつつ、会社としても業績アップ、

従業員の待遇・資質向上、メーカーとの良好な

関係構築などが見込めるとした。一方で、す

でに水洗化が果たされている単独処理浄化槽

設置世帯については、手厚い補助を示すだけ

では合併転換の動機付けにはならず、環境意

識に訴えかけるような営業方法が必要との考

えを示した。

　終わりに PFI事業実施に至るまでの苦労、人

口減少による地域の衰退、浄化槽の適正な施

工・維持管理の確保など業界の課題について考

えを述べつつ、「地域のインフラを守り、子供

たちに地域を引き継いでいくというビジョンを

持って今後も事業に当たっていきたい」と述べ、

講演を終えた。

  小林茂樹環境副大臣らが小林茂樹環境副大臣らが
　　　　　　　  　来賓出席　　　　　　　  　来賓出席
　例年であればこの後は懇親会が開かれるが、

今年度は新型コロナウイルス感染症の影響を鑑

み中止し、来賓出席した小林茂樹環境副大臣、

公明党浄化槽整備推進議員懇話会の古屋範子衆

議院議員、環境整備議員連盟会長の逢沢一郎衆

議院議員、環境保全議員連盟会長の山東昭子参

議院議員から祝辞が述べられた。

　小林茂樹環境副大臣は「人口減少下において

も、全国の浄化槽処理人口は引き続き増加して

おり、汚水処理未普及の解消に向けて浄化槽の

果たす役割は一層重要となる。また今後の浄化

槽整備に当たっては 2050年カーボンニュート

ラル、循環経済、デジタル化などの政策課題を

意識した取り組みが求められる。令和2年度よ

り改正浄化槽法が施行され、同法に基づいて単

独処理浄化槽の合併転換、公共浄化槽事業の推

進、管理の向上等が求められており、環境省と

してもこれらの取り組みを支援するため必要な

予算拡充を図ったところ。今後とも浄化槽を全

力で推進してまいりたい」と、引き続き関係者

と連携して浄化槽の普及に当たっていく考えを

示した。

　また公明党の古屋範子衆議院議員は、「令和

元年の浄化槽法改正では私自身も関わらせてい

ただいたが、浄化槽台帳の整備など、浄化槽の

適正普及に向けた重要項目が盛り込まれた。浄

小林茂樹環境副大臣 公明党・古屋範子衆議院議員

記念講演講師の田原典郎代表
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化槽の整備に当たって先進的な取り組みを行っ

ている自治体があり、公明党浄化槽整備推進議

員懇話会では、こうした自治体から取り組みを

学び、全国に広げていこうという活動にも今、

取り組んでいる。また近年は台風など豪雨災害

が頻発している。東日本大震災と同様にトイレ

の確保が死活問題となっており、浄化槽の整備

が災害時にトイレの選択肢を増やすということ

につながる。上田会長とともに私ども公明党

も、二之湯智防災担当大臣に要望を申し上げ、

この7月に避難所におけるトイレの確保・管理

ガイドラインが更新された。これも大きな前進

であり、引き続き浄化槽の普及に全力で取り組

みたい」と挨拶。

　自民党の逢沢一郎衆議院議員は、「21世紀は

環境の世紀と言われ、水の浄化によって私たち

の暮らし、農業や産業といったものが支えられ

ている。皆様方はプロとして日々努力し、研鑽

によって技術力を高め、静脈側から産業等を支

えていただいている。皆様と志を同じくし、しっ

かり我々も必要な予算の確保、制度改正など、

皆様が誇りを持って仕事に取り組んでいただけ

るよう連携し、努力してまいりたい。また私は

岡山県出身であり西日本豪雨という大変厳しい

災害にも直面した。浄化槽業界の皆様方には、

その大変なときにご支援をいただき、復旧・復

興にご協力をいただいた。この災害において、

多くの教訓を学び取らなければならないと思い

を新たにしたが、集中豪雨、地震にも耐えるイ

ンフラの整備についても認識しながら物事を前

に進めたい」と述べた。

　自民党の山東昭子参議院議員からは、「私た

ちの国は自由と水が当たり前のように手に入る

が、世界ではそうではない。戦争の爪痕が残り、

水を手に入れるために、時には命を落とすよう

な地域も多くある。こうした中で我が国は、皆

様方のご努力によって浄化槽の整備が進み、良

好な水環境を確保してきた。しかしこれからも

改善すべき部分があり、何かあれば依然として

重大な公衆衛生上の問題に直面する。私たちも

専門家のチェックをいただきながら、安全・安

心の水環境確保に努めてまいりたい。組織は人

であると言われる。今日お集まりの皆様が団結

し、議論しながら前に進まれることを祈念申し

上げたい」との祝辞があった。

　終わりに（公財）日本環境整備教育センター

の由田秀人理事長が閉会の辞を述べ、第36回

全国浄化槽大会を閉会した。

自民党・逢沢一郎衆議院議員 自民党・山東昭子参議院議員

閉会の辞を述べる由田秀人理事長（日本環境整備
教育センター）
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ご　挨　拶
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氏　名 所　　　属

（一社）全国浄化槽団体連合会

菊地　昭文 （公社）岩手県浄化槽協会　副会長

山脇　精悦 （一社）秋田県浄化槽協会　理事

昇　　広文 （一社）全国浄化槽団体連合会　常務事業部長

武田　俊男 （公社）長野県浄化槽協会　副会長

武田　良司 （一社）新潟県浄化槽整備協会　理事

西田　直樹 （一社）兵庫県水質保全センター　理事

大川　和彦 （一社）鳥取県浄化槽協会　会長

河村　明彦 （一社）山口県浄化槽協会　理事

氏　名 所　　　属

鈴木　　正 （公社）滋賀県生活環境事業協会　理事

池田　泰造 （有）池田清掃　取締役会長

辻　精一郎 （一社）大阪府環境水質指導協会　会長

友末　修實 （株）大広設備　代表取締役

市村　省吾 （有）文化環境技術センター　代表取締役

竹下　勝文 備北設備工業（株）　取締役会長

神戸　克佳 （一社）徳島県環境保全協会　理事

矢田　　均 （公社）香川県浄化槽協会　理事

谷本　徳仁 （公社）愛媛県浄化槽協会　元副会長

西山富美男 （株）ニシトミ　取締役

岩本　房耕 （有）旭清掃社　取締役

山下　龍二 （有）山下総合設備　代表取締役

石崎　哲彦 （有）はと衛生社　代表取締役

吉武　髙吉 大分県水処理事業協同組合　理事

白坂　裕一 （有）阿久根清掃社　代表取締役

氏　名 所　　　属

豊口　　裕 （一社）秋田県浄化槽協会　副会長

大竹　伸一 （株）フジクリーン茨城　取締役会長

繁藤　洋一 （有）玉里クリーン　代表取締役

松尾　　繁 （一社）群馬県浄化槽協会　理事

大久保協城 （一社）群馬県環境保全協会　理事

本嶋　茂雄 （一社）群馬県環境保全協会　理事

島影　　清 （一社）新潟県浄化槽整備協会　会長

島　　正己 富山県環境保全協同組合　顧問、元理事

池田　成克 （株）オキシー　代表取締役

大山　吉之 （一社）福井県浄化槽協会　理事

早瀬　茂樹 （一社）福井県浄化槽協会　会長

岡田　典雄 （公社）長野県浄化槽協会　副会長

宮内　　理 中衛工業（株）  専務取締役

大野　久子 （株）グリーン環境　代表取締役

磯川　賢二 （株）イソカワ　代表取締役

大沼　　智 （一社）静岡県浄化槽協会　専務理事

氏　名 所　　　属

（一社）全国浄化槽団体連合会

福谷　智之 （一社）愛知県浄化槽協会　副会長

柴原　行正 （一社）三重県水質保全協会　理事

本脇　伸也 （一社）和歌山県浄化そう協会　理事

鶴田　　敬 （公財）大分県環境管理協会　理事

全国管工事業協同組合連合会

篠宮　博幸 今治市管工事業協同組合　専務理事

村上　和志 愛媛県管工事協同組合連合会　理事

氏　名 所　　　属

（一社）全国浄化槽団体連合会

佐々木隆輔 （公社）富山県浄化槽協会　理事

（一社）浄化槽システム協会

中丸　貴司 積水ホームテクノ（株）

氏　名 所　　　属

全国環境整備事業協同組合連合会

玉置　忠義 和歌山県環境整備事業協同組合　監査役

（一社） 日本環境保全協会

青山　　武 （公社）山形県水質保全協会　副会長

高橋　浩子 （一社）群馬県環境保全協会　理事

神原　秀禎 埼玉県一般廃棄物連合会　常任理事

青野　通久 （一社）愛媛県環境保全協会　副会長

宮川　耕一 宮崎県環境保全協会　理事

全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会

高橋　真治 福岡県環境整備事業協同組合連合会　理事

　田　　茂 鹿児島県環境整備事業協同組合　副理事長
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浄化槽適正整備推進決議

　健全な水環境を保全するために、「環境にも財政にも優しく、災害に

も強い」浄化槽について、以下の 8個の課題に注力する。

１．宅内配管等も含めた設置費用の個人負担額の軽減を図りつつ、単独

処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を強力に推進する。

２．経済効率性の観点から、浄化槽整備区域における浄化槽整備と積極

的な浄化槽処理促進区域の指定を強力に推進する。

３．「防災、減災の観点から災害に強い浄化槽の速やかな整備促進」の

ため、平常時から学校、公民館等の公的施設（避難所）への災害に強

い浄化槽の平常時からの設置と活用を促進する。

４．単独処理浄化槽の転換や適正な維持管理及び生産性の向上を進める

ため、行政と浄化槽関係団体が連携した統一性のあるDXを活用した

システムの構築、運営管理及び財政支援を推進する。

５．カーボンニュートラル社会に向けた先進的な浄化槽の導入やエネル

ギー効率の低い既存の合併処理浄化槽の本体及び機器の交換等によ

り、脱炭素化を促進する浄化槽システム導入助成制度の継続拡大を進

める。

６．浄化槽維持管理費用の負担軽減のための公的支援を推進する。

７．浄化槽に係る工事・管理・清掃従事者の技術水準の向上を図る。

８．浄化槽システムの海外への情報発信とSDGsに掲げられた目標達成

に貢献する。
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公共浄化槽事業における維持管理負担軽減へ

　環境省は令和5年度予算概算要求で、循環型

社会形成推進交付金（浄化槽分）に対前年度比

9.1％増の94億円を計上した。事業メニューに

ついては公共浄化槽事業に大幅なてこ入れを行

い、BOO、BOT方式によるPFI事業を可能にする

とともに、少人数高齢世帯等の維持管理費につ

いて負担軽減策を講じることとした。

　PFI事業の実施方式は複数あるが、浄化槽整

備事業の場合は事業者が浄化槽を設置し、所有

権を市町村に移転、そのあと事業者が運営を行

うBTO（Build Transfer Operate）方式で行わ

れていた。今回追加を検討する方式は、事業者

が浄化槽を設置した後、所有権を移転せずに運

営を行うBOO（Build Own Operate）と、事業者

が浄化槽を設置、運営し、契約期間終了後に所

有権を移転するBOT（Build Operate Transfer）

となる。

　また少人数高齢世帯等の維持管理負担軽減

は、使用料に対して維持管理費の負担が大きい

世帯に対して何らかの支援を行う。予算成立後

に少人数高齢世帯の定義を含め詳細を詰める。

　その他の新規・拡充項目も含め、概要は次の

とおり。
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合併転換や設備士の研修会実施など

　自民党浄化槽推進議員連盟と、公明党浄化

槽整備推進議員懇話会の総会が10月21日に都

内で開催された。それぞれ関係団体、関係省

から浄化槽を取り巻く課題についてヒアリン

グ・意見交換を行い、令和5年度予算編成に向

けた決議を取りまとめた。今後、同決議に基

づき、自民党議連、公明党懇話会として関係

省に対して申し入れを行う方針。

　ヒアリングが行われたのは自民党議連総会、

公明党懇話会総会ともに共通で、（一社）全国

浄化槽団体連合会（全浄連）と環境省、国土交

通省の計3者。全浄連からは上田勝朗会長が出

席し、それぞれの総会において①単独処理浄

化槽から合併処理浄化槽への転換（合併転換）

推進②浄化槽整備事業の国庫補助率引き上げ

③浄化槽維持管理の向上に取り組む自治体へ

の支援推進④浄化槽を活用した防災拠点トイ

レシステムの導入推進⑤浄化槽台帳システム

整備の推進⑥浄化槽システムの脱炭素化推進

補助事業の継続⑦浄化槽設備士の技術力向上

と人材確保の7 項目について要望した。

　この要望を踏まえ、自民党議連、公明党懇

話会として決議書をそれぞれ取りまとめた。

　総会の開催に当たって、自民党議連の鈴木俊

一会長は「日本の汚水処理人口普及率は92.6％

に達したが、いまだ930万人の方々の生活雑排

水が垂れ流しになっている。現状は集合処理

の整備がしやすいところで普及が進んでおり、

残る地域は浄化槽の果たせる役割が大変大き

いと考えている。浄化槽の利点は、やはりコ

ストパフォーマンスの良さと災害への強さ。

我が国の水環境保全を図るために、浄化槽の

一層の普及を図り、この隙間を埋めていく努

力を我々議連としても進めたい。また令和2

年度に施行された改正浄化槽法に基づき、単

独処理浄化槽の合併転換、浄化槽台帳の整備、

メンテナンスと法定検査受検率の向上、こう

した課題にも力を入れていかなければならな

い。全浄連の皆様のご意見を伺いながら、環

境省とも力を合わせながら取り組んでまいり

たい」と挨拶。

　公明党懇話会の秋野公造会長は、「本日はお

忙しいところ足を運んでいただき感謝申し上

げる。財務副大臣を拝命したが懇話会の体制

に変わりはないので、引き続き皆様と力を合

わせて浄化槽の発展のために取り組んでまい

りたい。さて昨年はくみ取り便槽の合併転換

に関する予算措置で大きな進展があった。ま

た浄化槽のさらなる活用へ内閣府“避難所にお

けるトイレの確保・管理ガイドライン”も更新

された。これも皆様と力を合わせた結果と考

えており、本日も皆様のお話をいただく中で

決議を採択し、そして新たな1年に向けて再び

頑張ってまいりたい」と述べた。
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自民党浄化槽推進議員連盟総会の様子

公明党浄化槽整備推進議員懇話会の様子
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令和5年度浄化槽整備事業予算等に関する決議（案）
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令和5年度浄化槽整備事業予算編成等に向けた決議
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　環境省主催の令和 4年度浄化槽トップセミ

ナー茨城が10月13日、水戸市のホテルレイク

ビュー水戸で開催された。同セミナーは、地方

公共団体の政策決定を担うトップに浄化槽の特

徴をアピールし、さらなる普及促進につなげる

ためのもの。県内を中心に首長、議員、自治体

幹部、関係者など150名が出席する中、近年の

社会情勢の変化を踏まえた効率的な汚水処理手

法の選択、令和2年度施行の改正浄化槽法で創

設された公共浄化槽事業、浄化槽PFI事業の先

進事例に係る講演が行われた。

　冒頭で環境省環境再生・資源循環局の土居健

太郎局長は主催者を代表し、「浄化槽は非常に

コンパクトで、工期も短く、非常に高い処理能

力を持っている。災害にも強い。この日本が世

界に誇る技術により、水環境の保全はもとより

国土強靱化、地域の魅力創出に資することがで

きる。一方、全国の浄化槽普及状況は、令和元

年に初めて単独処理浄化槽の設置基数を合併処

理浄化槽が上回ったというまだ道半ばの状況。

人口にしていまだ930万人の汚水が未処理のま

まで、国としてはさらに力を入れていく必要が

ある。環境省としては改正浄化槽法に基づき、

予算と法制度の両面で皆様とも連携をしながら

進めていきたいと考えている。本日のセミナー

水戸市で令和4年度浄化槽トップセミナー開催
汚水処理施設の効率整備へ首長ら多数参加

土居健太郎局長

会場の様子
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が皆様の取り組みの参考になれば幸い」と挨拶

した。

　また来賓には茨城県の横山征成副知事、茨城

県議会の舘静馬副議長、茨城県浄化槽普及推進

市町村協議会の須藤茂会長（筑西市長）、地元・

水戸市の高橋靖市長が出席し、このうち須藤会

長は「私自身、設備関係の仕事に携わってきた

ことがあり、浄化槽の大切さは理解している。

一般家庭における排水処理は、かつてはニイ

ミ式の土壌浄化というものがあり、今では合併

処理浄化槽が環境保全上最も優れていると言わ

れている。当地域の自然豊かな環境を守るには

この合併処理浄化槽が重要であり、本日のセミ

ナーで皆様とともに勉強し、住みやすい茨城県

を目指してまいりたい」と祝辞を述べた。

　この後は環境省浄化槽推進室の沼田正樹室長

が「これからの浄化槽」、常葉大学の小川浩名

誉教授が「社会情勢の変化とこれからの汚水処

理事業」、仙台市下水道調整課施設係の久世政

範技師が「仙台市浄化槽事業」、環境省浄化槽

推進室の志太健一室長補佐が「市町村を主体と

した浄化槽整備の推進」について、それぞれ講

演した。

　持続可能な汚水処理、　持続可能な汚水処理、
   　　　公共浄化槽事業を講演   　　　公共浄化槽事業を講演

　このうち沼田室長の講演は、汚水処理施設の

令和8年度概成目標、単独処理浄化槽の

合併転換、公共浄化槽事業、予算につい

て行われた。浄化槽が持つコストの低さ、

工期の短さ、災害への強さなどの特徴を

アピールしつつ、単独処理浄化槽の合

併転換に資する宅内配管工事費への補助

制度、維持管理コストの低減に資する浄

化槽長寿命化計画の策定と支援策などを

紹介した。また浄化槽の整備手法として

は、事業効果が高く、適正な維持管理の

確保が可能な公共浄化槽事業を重点的に

紹介。そのほか浄化槽システムの脱炭素

化、デジタル技術の活用、国土強靱化に

取り組む必要性にも言及しながら、引き続き予

算と改正浄化槽法によって浄化槽の推進を図っ

ていく考えを示した。

　また小川名誉教授の講演は、茨城県内の人口

推計を踏まえ、持続可能な汚水処理事業につい

て説明があった。浄化槽による水質改善効果、

全国で増加する集合処理から個別処理への切替

事例にも触れながら、実在する自治体（人口約

4万人）をモデルにした公共下水道と浄化槽の

事業費比較を実施。同試算ではし尿処理場での

処理費を含めても個人負担額は浄化槽が有利と

の結果になっており、集合処理区域の個別処理

への一部変更などを提案した。

　久世技師の講演は、仙台市が実施する市町村

設置型事業（現・公共浄化槽事業）に関するも

ので、事業メリットとともに災害に伴う浄化槽

の修繕対策、職員の負担増と業務の効率化、建

築用途によって異なる個人負担、居住人員の減

少による使用料の相対的な増加など、今後の課

題を取り上げた。

　志太室長補佐からは、沼田室長や久世技師が

取り上げた公共浄化槽事業に焦点を当てた講演

が行われ、市町村の財政的・事務的負担を軽減

するPFI手法、令和4年度改訂予定の事業実施

マニュアル、その他全国の事例を紹介した。

　講演後は質疑応答が行われ、会場からは浄化

槽長寿命化計画に関する事項をはじめ、多数の

意見、質問が寄せられた。

浄化槽カットモデル等の展示も行われた〔協力：（一社）浄化槽

システム協会〕
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　（一社）全国浄化槽団体連合会（全浄連）の関

東地区協議会は9月15日、山梨・甲府市の常磐

ホテルで「生活排水対策特別研修会」を3年ぶ

りに開催した。会員や来賓など70名近くが参

加する中、環境省や地元の山梨県から最新の

行政課題について講演があったほか、全浄連

本部からは単独処理浄化槽の合併転換、防災

拠点トイレシステムの導入推進、浄化槽脱炭

素化推進事業の継続、浄化槽設備士の技術力

向上と人材確保など、令和4年度全浄連要望の

概要と実現に向けた具体的取り組みについて

説明があった。

　会議の冒頭で挨拶に立った、協議会会長を

務める（公社）茨城県水質保全協会の成田浩明

理事長は「3年ぶりの研修会開催だが、この間、

改正浄化槽法が令和 2年度に施行された。単独

処理浄化槽の合併転換を早急に進めなければ

ならない、あるいは浄化槽の維持管理を徹底す

るため浄化槽台帳を整備しなければならない

など、大きく7項目が挙げられ、それから3年

弱、さまざまな取り組みを進めてきた。浄化槽

管理士の研修の機会の確保という規定につい

ては、今年度は全国のほとんどの地域で講習会

が実施できたというふうに聞く。また今年5月

には浄化槽の設計施工マニュアルを作成し、こ

れも非常に活用いただいていると聞いている。

単独処理浄化槽の合併転換はなかなか進んで

いないのが現実だが、これも全浄連会員が結束

し、情報交換しながら着実に推進していくこと

が重要ではないかと考えている。本日の研修会

がその一助となれば」と期待を述べた。

　また来賓には環境省浄化槽推進室の沼田正

樹室長、山梨県大気水質保全課の中川直美課

長、全浄連の髙橋静雄専務理事、（公財）日本

環境整備教育センターの由田秀人理事長らが

出席し、それぞれ祝辞を述べた。

　研修会では、環境省の沼田室長が「浄化槽行

政の現状と今後の取り組み」、山梨県の中川課

長が「山梨県における生活排水対策」、全浄連

の髙橋専務理事が「令和4年度全浄連要望書の

背景とアクションプラン」について講演し、（公

財）日本環境整備教育センターの雲川新泌氏が

情報提供として、同センターが取り組む浄化

槽システムの海外展開について紹介した。

　この中で沼田室長は、個人負担の軽減、合

併転換の促進、適正な維持管理確保に有効な

公共浄化槽事業について、令和 5年度予算要求

でBOO、BOT方式を含めたPFI事業を実施可能

とするよう働きかけているほか、少人数高齢

世帯等の維持管理負担軽減についても検討し

ていることを明らかにした。

　中川課長は、山梨県における浄化槽に係る

補助制度や、低迷する法定検査受検率の課題

について説明し、7条検査はハウスメーカー等

に対して住宅購入者への受検勧奨、11条検査は

自治会単位に絞った重点的な受検指導、保守

点検業者と連携した啓発チラシの配布などを

実施しているとした。ただし11条受検率は徐々

生排特別研修会で行政動向など講演

成田浩明協議会会長
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に改善しているものの、いまだ15.9％という状

況で、受検率向上に向けたアイデアがあれば

寄せてほしいと求めた。

  合併転換や浄化槽設備士
   　　　　確保の取り組み説明

　髙橋専務理事は、全浄連が関係者に要望す

る全 7項目の要望書を取り上げ、単独処理浄化

槽の合併転換では改正浄化槽法で規定された

特定既存単独処理浄化槽に関する研修会の実

施、PFI事業の推進のほか、維持管理の向上、

令和 8年度の汚水処理施設概成目標の達成とい

う点も含めて協議会の設置も重要と説明した。

協議会は会員団体への設置状況調査、財政支

援の要望などを行っていく。

　全浄連が推進する防災拠点トイレシステム

については、災害時のトイレ問題の深刻さに

ついて改めて説明するとともに、全浄連がこ

のほど作成した啓発パンフレットにより提案

を行うほか、設置に向けた財政措置について

も要望を行う。

　また浄化槽の脱炭素化推進事業は、今年度

は世界的な半導体不足等の影響で配電盤等の

納期に遅延が発生していると説明。実績の減

少が見込まれるものの、浄化槽分野における

省エネ化、経済効果を踏まえて引き続き令和5

年度以降も要望を行っていく。

　浄化槽設備士は、高齢化や有資格者の減少

等の問題により名義貸し等のコンプライアン

ス違反が懸念される状況にあり、資格取得の

緩和措置や、技術力の確保へ研修会等を推進

していくとした。

　各講演後は活発な質疑応答が行われ、研修

会終了後の午後5時からは懇親会を開催した。

会場の様子
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　（公財）日本環境整備教育センター（JECES、

由田秀人理事長）が主催する「第36回全国浄化

槽技術研究集会」が10月18・19日、松山市の

ANAクラウンプラザホテル松山で3年ぶりに開

催された。懇親会の中止など規模を縮小して

の開催だったが、2日間で延べ約750人が参加

した。18日は式典、特別講演、研究発表、19

日は浄化槽行政担当者研究会・浄化槽検査員研

究会が行われた。

　18日の式典では、初めに由田理事長が主催

者を代表し、「前回の開催から改正浄化槽法の

施行をはじめ、2050年カーボンニュートラル、

ローカルSDGsなど浄化槽分野にも関係する取

り組みが多く進められている。特に改正浄化

槽法では、浄化槽処理促進区域の指定、特定

既存単独処理浄化槽に対する措置、公共浄化

槽制度の創設、浄化槽台帳システムの整備な

ど新たな展開があり、地域の浄化槽関係者の

結集と情報のデジタル化の推進が求められて

いるところ。この後の記念講演では、（一財）

日本情報経済社会推進協会の坂下哲也常務理

事から講演をいただくことになっており、情

報を活用しながら浄化槽システムの充実が図

られることを期待したい。浄化槽による汚水

処理未普及地域の早期解消、災害に強い町づ

くり、低炭素・循環型社会の実現、地域循環共

生圏の構築に向け、当センターとしても関係

者と一丸となって浄化槽の発展、水環境保全

のため支援してまいりたい」と挨拶した。

　来賓には国、行政、関係団体から多くの出

席があり、このうち中村時広愛媛県知事は「戦

後、国土が荒廃した日本では第一目標に道

路、上下水道、公園など社会インフラの整備

を掲げた。今日は先ほどまで宇和島市にいた

が、高速道路によってすぐに往復できること

が当たり前のような時代になっている。また

愛媛県は全国で 5 番目に長い海岸線を有する

中村時広愛媛県知事や関係省から来賓多数

由田秀人理事長

（公社）愛媛県浄化槽協会　加藤正之会長中村時広愛媛県知事
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地形で、特に宇和海では養殖業が盛んであり、

生活排水処理というのは非常に重要なテーマ

となっている。しかし汚水処理の中でも下水

道は、巨額の投資が必要な事業で、一気に面

整備を行うことが難しい。また人口減少の局

面では、管理コストで非常に問題が出てくる。

浄化槽は下水道と変わらない処理能力を有し、

災害にも強い。浄化槽の役割は今後ますます

高まることが考えられ、研究集会でこうした

意義の共有、一層の普及が図られるよう期待

したい」と述べた。

　また地元の（公社）愛媛県浄化槽協会の加藤

正之会長は「当県で研究集会が開催されるのは

第5回以来、約30年ぶりのこと。30年前と比

べれば浄化槽もコンパクト化、処理性能の向

上が図られ、下水道に並ぶ恒久的な汚水処理

施設となった。今後の汚水処理は浄化槽が主

役になると確信しているが、新技術にも対応

できるよう技術者の資質向上を図ることは非

常に重要。研究集会やその他の研修会等で浄

化槽管理士や設備士、清掃技術者、法定検査

の検査員育成に拍車がかかることを期待した

い」と挨拶した。

　この後は浄化槽功労者の表彰があり式典を

閉会、その後、（一財）日本情報経済社会推進

協会の坂下哲也常務理事が「未来のためのデジ

タルとの向き合い方」について記念講演。さら

に会場を2つに分け、計12の課題について研

究発表があった。

第36回全国浄化槽技術研究集会全景
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TOPICS ZENJYOREN NEWS

令和3年度汚水処理人口が初の減少に転じる
16.2万人減も、普及率は92.6％に

　環境省、国土交通省、農林水産省の 3省の調

べによると、福島県の一部市町村を除いた全

国47都道府県の令和3年度汚水処理人口は1億

1621万人（対前年度比16万2000人減）で、普及

率は92.6％（同0.5ポイント増）に増加したこと

が分かった。汚水処理人口が対前年度比で減少

したのは初めてのことで、同人口が減少したに

もかかわらず普及率が増加したということは、

人口減少が本格化し始めた明確なサインと言え

る。既整備エリアにおいて空き家の発生など“歯

抜け”が起きていることを意味し、今後は集合

処理施設の整備を進めたとしても有収水量は微

増にとどまるか、減少する可能性がある。

　令和3年度の汚水処理人口の内訳は下水道が

1億118万人（同4.5万人減）、農業集落排水施設

等が310万人（同10.8万人減）、合併処理浄化槽

が1176万人（同 0.7万人増）、コミュニティ・プ

ラントが17万人（同1.7万人減）。普及率は下水

道が80.6％、農集排等が2.5％、浄化槽が9.4％、

コミ・プラが0.1％（図表1）だった。

　過去20年の推移（図表2）を見ると、これま

で汚水処理の主力を担ってきた下水道処理人口

のピークが令和2年度で1億123万人。農集排

等は平成 21年に379万人を記録してから徐々に

減少、コミ・プラは20年以上前から右肩下がり

の状況が続いている。

　また浄化槽については、平成28年度に処理

人口1175万人に達し、以降は横ばいの状況が

続く。浄化槽も人口減少の影響は受けるもの

の、単独処理浄化槽の合併転換が徐々に進ん

でいるほか、整備手法の見直し事例も増加し

ており、今後も横ばいで推移する可能性が高

い。

　一方、合併処理浄化槽の処理人口1176万人

に着目すると、事業別内訳で市町村設置型事

業によるものが83万1000人（同1000人減）、個

人設置型事業によるものが620万3000人（同2

万 2000人増）、その他

が472万5000人（ 同1万

3000 人減）だった。

　浄化槽処理人口が都

道府県別で多いのは、

千葉県79万5000人（同

4000人増）、愛知県73

万7000人（同7000人減）、

埼玉県69万8000人（同

4000人減）がトップ3

で、次いで静岡県が65

万2000人（同9000人増）、

鹿児島県60万4000人（同

6000人増）、茨城県が49

万1000人（同5000人増）、

福岡県が45万8000人（同
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7000人減）、三重県が42万3000人（同 1万人減）

などと続く。

　都道府県別の浄化槽普及率では、徳島県が最

も高く43.6％、また鹿児島県37.9％、和歌山県

34.9％、高知県32.6％、香川県32.4％などが高

く30％を超えた。

　また汚水処理人口普及率を都市規模別に見る

と、前年度までと同様に人口規模の低い自治体

ほど汚水処理施設の整備が遅れている傾向が見

られた。

　人口100万人以上の12自治体の汚水処理人

口普及率は99.7％に達し、内訳は下水道が

99.3％だった（図表1）。50万人以上の16自治体

は95.6％で、下水道が89.2％、浄化槽が5.8％。

30万人以上の45自治体は94.3％で、下水道

86.3％、浄化槽7.1％、農集排等0.9％。10万人

以上の186自治体は92.6％で、下水道80.6％、

浄化槽9.6％、農集排等2.3％。

　これより小規模な自治体は全国平均92.6％を

下回り、5万人以上の243自治体は88％で、下

水道68.3％、浄化槽15.6％、農集排等3.8％。

5万人未満の1215自治体は82.7％で、下水道

53.7％、浄化槽21.1％、農集排等7.6％との結

果になった。
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　（一社）日本トイレ協会は10月27日、東京・

江東区の東京ビッグサイトで第38回全国トイ

レシンポジウムを開催した。基調講演やパネル

ディスカッションなどが行われ、事例発表では

（一社）全国浄化槽団体連合会（全浄連）の上田

勝朗会長が持続可能な汚水処理や、浄化槽を活

用した避難所トイレシステムなどについて説明

を行った。

　同シンポジウムは、人の生活に密接するトイ

レの環境整備について、さまざまな観点から議

論・意見交換する場として開催されている。今

年度は「SDGs時代のトイレとメンテナンス」を

テーマに維持管理に焦点を当て、デザイン偏重

の設計や作りっぱなしの現状に一石を投じた。

　この中で上田会長の講演は、「これからの地

球を守る持続可能な生活雑排水の処理のあり

方」と題して行われ、主に浄化槽による生物処

理の仕組み、単独処理浄化槽と合併処理浄化槽

の違い、汚水処理事業のベストミックスについ

て取り上げた。

　し尿だけでなく生活雑排水を処理する合併処

理浄化槽が登場し、浄化槽が下水道に並ぶ恒久

的な汚水処理施設としての地位を確立したこと

や、人口集中地域に集合処理方式である下水道

や農業集落排水施設を整備し、浄化槽は人口散

在地域というすみ分けがなされるも、近年は人

口減少や節水機器の普及によって集合処理の経

営が急速に悪化。管路等の施設の老朽化という

課題もあり、浄化槽が活躍する場が広がってき

ていることなどを説明した。

　また浄化槽は国際的にも普及しつつあり、令

和3年末時点で海外に設置された浄化槽は累計

4万4695基と紹介しつつ、国内では浄化槽の

“災害に強い”という特徴から、災害時のトイ

レ対策という新たな役割を担い始めているとし

た。

　また全浄連においても「浄化槽を活用した防

災拠点トイレシステム」の提案を行っており、

災害時であっても平時と同じようにトイレを使

用できることの重要性を訴えた。

　講演後は事務局から合流式下水道における集

中豪雨時の問題点について言及され、浄化槽に

よる水環境保全の推進に期待が述べられた。

日本トイレ協

東京で第38回全国トイレシンポを開催

事例発表を行う上田勝朗全浄連会長



25

　（一社）千葉県浄化槽協会（千浄協、石井健嗣

理事長）は 8月26日、千葉市の協会事務局で令

和4年度研修会を開催した。教材には令和4年

度に発刊・策定されたばかりの「浄化槽設計施

工の手引き」と「浄化槽長寿命化計画策定ガイ

ドライン（第二版）」が用いられ、協会の会員ら

約50名は、浄化槽が所定の機能を発揮する上

で前提となる適正な設計施工と、浄化槽の長

寿命化に資する維持管理の確保、利用可能な

補助制度について理解を深めた。

　冒頭で石井理事長は「浄化槽の事業について

は、まず1点目に2019年の骨太の方針等で汚

水処理リノベーションが盛り込まれたように、

当協会では生活排水処理対策の一環として単

独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換推

進事業を展開している。このたび“浄化槽の設

計施工の手引き”が発刊されたが、これを教本

として浄化槽の適正な施工を確保していただ

きたい。また2点目に、環境省において浄化槽

長寿命化計画に基づく浄化槽の改築事業が創

設された。同事業は市町村が実施するものだ

が、会員の皆様におかれても市町村と協力し

て取り組んでいただきたい。3点目は、浄化槽

工事は浄化槽設備士が監督することになって

いる。全浄連では義務化も視野に浄化槽設備

士研修会の実施を要望しており、皆様にも研

修会をしっかり行えるよう進めてまいりたい。

他にも実施すべき事業は多いが、事業計画を

円滑に推進できるようご理解いただきたい」と

挨拶した。

　この後の研修会では、（公財）日本環境整備

教育センターの仁木圭三参事が「“浄化槽設計

施工の手引き”に基づく施工」について講演し

た。同手引きは（一社）全国浄化槽団体連合会

が、（公財）日本環境整備教育センター、全国

浄化槽推進市町村協議会、（一社）浄化槽シス

テム協会の協力を得て制作したもので、仁木

参事は自らも制作ワーキンググループのメン

バーとして関わった立場から、事前調査から

基礎工事、試運転、機器据え付け、中・大型浄

化槽の施工、関連法規など、浄化槽の設計施

工において浄化槽設備士が最低限押さえるべ

きポイントを説明した。

　また全国浄化槽推進市町村協議会の久川和

彦事務局長からも「浄化槽行政の現状と今後の

取り組み」と題して、環境省が策定した浄化槽

長寿命化計画策定ガイドライン（第二版）につ

いて講演があった。

　久川事務局長は環境省ガイドラインに基づ

き浄化槽長寿命化計画の策定方法を解説しつ

つ、「市町村向け事業ではあるが、適正な維持

管理の確保へ非常に有効な事業。ただし計画

策定に当たっては対象基数の整理など、浄化

槽台帳の整備が必要になる項目も多い。皆様

におかれても法定協議会の設置などを通じて

サポートいただければ」と期待を述べ、事業を

紹介した。

教材に  “浄化槽設計施工の手引き”

会場の様子
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　青森県むつ市議会の第253回定例会で 9月5

日、公共下水道から浄化槽への切り替えについ

て集中的な質問が行われた。時間は約40分間に

及び、宮下宗一郎市長からは事業打ち切りに向

けた検討を行っていく旨の答弁があった。

　質問を行ったのは浅利竹二郎議員（自民党）

で、初めに「昨年末に開催された“浄化槽フォー

ラム in むつ”で、市民の汚水処理問題への関

心の高さと、むつ市の事業に課題があること

を認識した。下水道事業全体計画は人口が右肩

上がりの時代に策定されたが、人口が減少する

現在においてこのまま整備を進めれば、一般会

計からの繰り入れ等が増大してむつ市の財政を

直撃することは明らか。年間1億円にも満たな

い使用料収入では施設の維持すら困難。加えて

これまでに213億円、1戸あたり約600万円を投

入しているにもかかわらず、地域の水洗化率

が37.1％というのは事業効果が発現しているの

か疑問。未整備地域の下水道整備は中止し、浄

化槽に切り替えるべきという立場から質問した

い」と述べ、①公共下水道計画の内容と進捗②

汚水処理人口普及率が低迷する原因③公共下水

道の接続率④経営健全化に向けた見通し⑤事業

の持続可能性⑥公共下水道への浄化槽の接続⑦

汚水処理手法の切り替え――の7項目について

質問した。

　むつ市は汚水処理人口普及率が48.6％（令和

2年度末）と、県平均80.9％と比べ遅れており、

内訳は下水道が21.2％、集落排水が0.3％、浄

化槽が27％となっている。このうち公共下水道

事業は平成7年度に着手し、すでに30年近くが

経過しようとしているが、事業の進捗率はいま

だ31.7％にとどまり、汚水処理を所管する3省

が打ち出した令和 8年度末までの施設概成（お

おむね完了）目標の達成は極めて厳しい状況に

ある。

　また一般的に人口密度40人/haと言われる下

水道事業の採算ラインに対し、むつ市は17.7人

/ha、接続率を加味すると実質8.7人/haで、一

般会計からの繰り入れの増大、将来的な使用料

の大幅値上げも大きな課題として考えられてい

る。

　浅利議員はこうした点も踏まえ再質問を繰り

返し、上下水道局からは合併処理浄化槽の設置

促進に向けた助成制度の拡充、令和 5年度以降

の単独処理浄化槽、くみ取り便槽の撤去費補助

の実施に向けた答弁、宮下宗一郎市長からは

「財政的負担から浄化槽を推進すべきとの内容

と思うが、上下水道局も基本的には同意し、下

水道はこれから止め、浄化槽を推進するという

答弁であったと理解している。むつ市において

下水道整備を続けることは、財政にとって負担

となることは明らかで、計画的にこれ（事業）

を終了していくことが必要だと認識している。

今年度中に上下水道局と検討を重ね、整備計画

の縮小と合わせて、事業終了のめどを作ってま

いりたい」との答弁があった。

宮下市長が下水道事業打ち切りの考え宮下市長が下水道事業打ち切りの考え
浅利竹二郎議員が汚水処理で一般質問
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　長野県議会の9月定例会で、自民党の西沢正

隆議員が今後の生活排水処理のあり方について

一般質問を行った。長野県の汚水処理構想「水

循環・資源循環のみち2015」について、集合処

理から個別処理への切り替えを視野に見直しの

方向性について質問したところ、阿部守一県知

事から集合処理事業の統廃合、広域化・共同化

とともに、集合処理から個別処理への転換を有

力な選択肢として検討していることが明かされ

た。

　西沢議員の質問は 9月29日に行われ、初めに

汚水処理人口普及率について「長野県は下水道

が84.9％、農集排等が7.7％、浄化槽等が5.7％

で、合計98.2％と全国6位。現在、人口減少が

進む市町村では下水道整備事業の中止・廃止が

取り沙汰され、多額の費用を要する下水道より

も浄化槽が注目されつつある」と説明。

　青森県むつ市など集合処理から個別処理に切

り替えた事例を示しつつ、「人口減少が続く県

内自治体において、下水道の維持管理費用が財

政を圧迫することが想定され、下水道事業の存

続について検討する時期と考える。下水道の採

算ラインは 1ha当たり40人以上と言われる。“水

循環・資源循環のみち2015”の見直し時期とな

り、今後の生活排水対策のあり方について知事

のご所見を伺いたい」と質問した。

　これに対し阿部知事は、「集合処理方式は人

口減少に伴う有収水量の減少や、施設の老朽化

に伴う更新費用の増加により、今後経営は厳し

くなっていくことが見込まれる。一方で、個別

処理は大規模な管きょや施設整備が不要であ

り、人口散在地域にも対応できる特徴を有して

いる。現在“水循環・資源循環のみち構想”の

見直しを進めているところだが、集合処理にお

ける事業や施設の統廃合など広域化・共同化に

よる効率化とともに、人口減少社会の進展を見

据えた集合処理から個別処理への転換を将来的

に有力な選択肢として盛り込むことを検討して

いる。地域の実情に応じて生活排水の処理等が

図られるよう連携し取り組んでまいりたい」と

答弁した。

　長野県は下水道普及率が高く、現行の汚水

処理構想でも2030年度に下水道87.6％（平成26

年度比 5.3ポイント増）、農集排等 5.6％（同3.7

ポイント減）、浄化槽等 6.3％（同 0.6 ポイン

ト増）と下水道重視の計画となっている。しか

し人口減、施設の老朽化等によって下水道事業

は持続可能性が危ぶまれる状況にあり、次期計

画でどのような見直しが行われるかが注目され

る。

個別処理切り替えに阿部県知事言及
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【助成団体等と助成対象活動】

団　　体　　等 助　　成　　対　　象　　活　　動

〔山形〕

 美しい山形・最上川フォーラム

　「身近な川や水路の水質が知りたい」という県民の声に応えるため、誰もが参加

しやすく、わかりやすい水質調査を実施。

〔埼玉〕

 和光自然環境を守る会

　越戸川でゴミ拾い等の美化活動を行うかたわら、川の両岸の排水溝から汚水が

流入しているかチェックをし、流れ込んでいる時は、和光市または朝霞市へ報告

し改善を求めている。

〔京都〕

 上林川を美しくする会

　水質・水生生物調査など「上林川を調べて知って守り育てる活動」を通じ、流域

住民や市民・行政の協働で清流上林川を蘇生。活動を次世代に引継ぐ。

〔京都〕

 全国水源の里連絡協議会

　水源の里振興の理念「上流は下流を思い、下流は上流に感謝する」を国民運動と

して全国展開するため、情報誌「水の源」発行事業（年4回、各3,000部）を行う。

〔大阪〕

 大阪高等学校　科学探究部

　環境DNAを用いた、淀川水系河川の水質調査を行い、地域外の子どもや大人の

方々に科学や環境問題等への興味関心を引きつけ、地域の環境保全に貢献する。



29

月　日 摘　　　　要 会 場 ・ 訪 問 先

 8 月 2 日 2022年「第2回 政策会議」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 4 日 2022年「第1回 総務委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 10 日 2022年「水環境保全助成事業審査委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 10 日 2022年「第2回 事業委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 17 日 2022年「第1回 正副会長会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 18 日 2022年「第1回 機能保証制度委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 24 日 2022年「第1回 保守・清掃委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 8 月 30 日 2022年「第1回 検査委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

 9 月 20 日 2022年度「中央保証制度審査委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

10 月 21 日 2022年「第2回 正副会長会」
衆議院第１議員会館 「第5

会議室」

　

月　日 摘　　　　要 会　　　場 

 8 月 2 日 全国環整連第46回全国大会 大会式典・懇親会 ホテルニューオータニ

 8 月 18 日 （公社）香川県浄化槽協会「創立50周年記念式典・祝賀会」 JRホテルクレメント高松

 8 月 25 日 ｢ 浄化槽の日」実行委員会（テレビ会議） 全浄連会議室

 9 月 15 日
令和4年度全浄連関東地区協議会「生活排水対策特別研修

会・懇親会」
常磐ホテル

 9 月 27 日 安倍晋三国葬儀 日本武道館

 10 月 3 日 「浄化槽の日」第36回全国浄化槽大会 ホテルグランドヒル市ヶ谷

10 月 13 日 令和4年度浄化槽トップセミナー茨城 ホテルレイクビュー水戸

10 月 14 日 第18回全国環境連全国大会　講演・大会式典・懇親会 ホテルメトロポリタン長野
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月　日 摘　　　　要 　会　　　場

10 月 18 日 令和4年度「第36回全国浄化槽技術研究集会」
ANAクラウンプラザホテル

松山

10 月 21 日 浄化槽推進議員連盟　総会（予算要望等） ザ・キャピトルホテル東急

10 月 21 日 浄化槽整備推進議員懇話会（予算要望等） 衆議院第１議員会館

10 月 23 日 令和4年度浄化槽管理士試験 帝京科学大学他

 10 月 25 日
（公社）富山県浄化槽協会「協会発足50周年記念式典・祝

賀会」

ANAクラウンプラザホテル

富山

 10 月 27 日 令和4年度第38回全国トイレシンポジウム 東京ビッグサイト
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